
鳥取県福祉保健部及び子ども家庭部指定管理候補者審査・指定管理施設運営評価委員会 
（鳥取県立福祉人材研修センター審査委員会）審査報告書 

 
 

令和５年８月１５日 
 
鳥取県福祉保健部及び子ども家庭部指定管理候補者審査・指定管理施設運営評価委員会（以下「審査委員

会」という。）として、次のとおり鳥取県立福祉人材研修センターの指定管理候補者を鳥取県公の施設にお
ける指定管理者の指定手続等に関する条例第６条第２項の規定により、同条例第５条の基準に基づいて審査
・選定した。 
 
１ 指定管理候補者 

社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会 鳥取市伏野１７２９番地５  会長 藤井 喜臣 

 
２ 指定期間 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで（５年間） 
 
３ 委託料の額 

１５８，０６５，０００円････（１）（債務負担行為額 １５８，０６５，０００円） 

なお、上記の指定管理料総額には施設の維持管理に係る燃料・光熱費は含まれない。令和６年度以降の燃料

・光熱費は、今後の物価指数等を考慮して算定した指定管理料を毎年度追加で予算措置し、別枠の指定管理料

として県が負担する。 

〔参考〕各年度委託料の額 ３１，６１３，０００円 
 
４ 審査結果 

社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会を指名し、審査委員会において審査基準に基づき総合的に審査した
結果、指定管理候補者として適当であると認められた。 

 
５ 審査の経緯 

社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会から提出された事業計画書等の審査や面接を実施し、あらかじめ定
めた審査項目ごとに各審査基準を満たしているか審査した。 
 

（１）審査委員 

氏 名 所 属 等 

田中
たなか

 恵
え

理
り

（委 員 長） 社会福祉法人福生会三喜苑居宅介護支援事業所 管理者 

相川
あいかわ

泰
やすし

 （委  員） 公立大学法人公立鳥取環境大学 教授 

小谷
こだに

 誠
まこと

 （委  員） 小谷昇税理士事務所 税理士 

石田
いしだ

 浩
ひろ

朗
あき

（委  員） 鳥取中央地域包括支援センター 社会福祉士 

松本
まつもと

 秀樹
ひでき

（委  員） 鳥取県福祉保健部ささえあい福祉局 副局長 

 
（２）開催経緯 

ア 第１回審査委員会 令和５年６月１日（木） 
・鳥取県立福祉人材研修センターの概要説明、審査要項等の審議 

イ 第２回審査委員会 令和５年８月９日（水） 
      ・面接審査後、審査基準に照らした審議（※相川委員は当日欠席） 
 
（３）審査基準 

 審 査 基 準 審 査 項 目 配点 

１ 

 

 

 

施設の平等な利用を確保するのに

十分なものであること。 

（指定手続条例第５条第１号） 

 

(１)管理の基本的な考え方の適合性   

 ａ 施設設置目的の理解しているか 

 ｂ 管理運営の方針は適切か 

 

なし 
※平等な利用

が確保できな

いと認められ

る場合は、失

格 

２ 

 

施設の効用を最大限に発揮させる

ものであること。 

(１)施設の設置目的に沿ったサービス・事業     

の内容（サービス向上策、利用促進策等の    周知、

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

（指定手続条例第５条第２号） 

 

 

 

 

              

 

 

広報） 

(２)施設管理 

ａ 施設設備の維持管理・衛生管理は適切か 

 ｂ 外部委託の考え方は適切か 

(３)開館時間・料金設定等 

ａ 開館時間・休館日は適切か 

 ｂ 利用料金及び利用料金の減免は適切か 

※利用料金を現行の料金から変更する提案があった

場合は、提案内容が近傍同種、同規模の施設料金、

サービス内容等と比較して均衡のとれたものである

か否かを踏まえて評価を行う。 

(４)事故・事件の防止措置と緊急時の対応 

ａ 火災・盗難・災害などの事故・事件の防  

  止 

 ｂ 緊急時の体制・対応は適切か 

 ｃ 利用者の苦情等トラブルの未然防止と対処方

法 

(５)個人情報保護等への対応 

ａ 個人情報の保護への対応は十分か 

 ｂ 情報の公開への対応は十分か 

(６)利用者等の要望の把握及び対応方針は適切か 

 

 

 55点 

 

 

 

 

 

３ 

 

 

管理に係る経費の効率化が図られ

るものであること。 

（指定手続条例第５条第２号） 

(１)収入の見積もり、考え方は適切か 

(２)支出計画の見通しは適切か 

 

 20点 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理を安定して行うために必要な

人員及び財政的基礎を有してお

り、又は確保できる見込みがある

こと。 

（指定手続条例第５条第３号） 

 

 

 

 

(１)県社協の財政基盤・経営基盤は安定しているか 

(２)組織及び職員の配置等 

ａ 管理運営の組織・職員の職種等は適切か 

 ｂ 日常の職員配置は適切か   

 ｃ 人材育成は適切か 

(３)現在の施設従業員の継続雇用に配慮されている

か 

(４)関係法令にかかる監督行政機関からの指導等を

受けていないか 

(５)県社協の社会的責任の遂行状況 

 ａ 障がい者を雇用しているか 

 ｂ 男女共同参画推進企業であるか又は指定管理

期間開始までに認定予定であるか。 

 ｃ ISO14001、TEASⅠ種、Ⅱ種認証登録事業者、

KES 共同機関による同種の認証を受けている

事業者であるか、又は指定管理期間開始まで

に認定予定であるか。 

 ｄ あいサポート企業であるか、又は指定管理機関

開始までに認定予定であるか。 

(６)管理運営実績評価 

 

 

 

 

 27点 

 

 

 

 

 
（４）審査結果及び意見 

審査基準 
（配点） 

審査結果 
（平均点） 

主 な 審 査 意 見 

１ 

（適／不適） 

適 ・福祉人材研修センターの趣旨に沿った事業運営計画となっており、適切と考
える。 

２ 
（55点） 

適 
（31.00点） 

・利用者の要望に対応した適切な管理運営に期待できる。 
・築２０年以上経過しているが、綺麗に保たれており、今後の施設管理に
ついても期待できる。 
・研修等で施設を利用する機会があるが、施設内の環境整備や職員の方の
対応も良いため、サービス面について不安はない。 



・提供されているサービスがより、県民の方に知っていただけるような取
組みに期待する。 

３ 
（20点） 

適 
（9.50点） 

・特段の問題点はない。 

４ 
（27点） 

適 
（13.00点） 

・計画的に環境整備や職員教育に取り組まれている点が評価できる 
・労働基準監督署からの是正勧告については、具体的な対応策が示され、
現に対応されている。 

総合評価 
（102点） 

適 
（53.50点） 

・鳥取県立福祉人材研修センターの指定管理候補者として、全員一致で 
適当であると認める。 

   ※点数は、委員4名の平均 



指定管理候補者の事業計画の概要 
（１）管理運営の基本的な考え方 

鳥取県立福祉人材研修センターの機能を最大限発揮するため、鳥取県社会福祉協議会の有する福祉分野
での知見の発信などの職員の専門性を活かした管理運営を行う。 

   
①住民の公平な利用の確保 

   県民が広く利用する公の研修施設としての性格を認識するとともに、利用者の公平な利用や満足度を
高めるため、利用者の声を活かした運営を行う。また、平成２３年度に開設した福祉体験交流プラザ
の機能を充実させ、広く県民が集えるスペースを提供する。 

 
②利用者へのサービス提供 
利用者の利便性を考え、送迎バスの運行、コピー機や自動販売機の設置、館内・各貸室への Wi-fi
環境整備等、利用しやすい環境を整える。 

   
③収入確保と経費の節減 

   広報誌、SNS、外部イベントへの協力（保育園や障がい者施設の美術作品展示等）などを通じ、広く
県民に利用の促進を働きかけ、利用者の増加に努める。また利用者が安全で快適に施設を利用できる
よう、適正なサービス水準を維持しながら、効率的、経済的な維持管理により管理運営費の削減に努
め、廃棄物の発生を抑制し、環境に配慮した管理を行う。さらには、福祉目的以外の利用についても
広報誌等を通じて企業等に呼びかけるなどして、利用促進を図っていく。 

 
④法令順守の徹底 
施設管理に関する消防法、建築物における衛生的環境の確保に関する法律、個人情報の適切な管理等、
法令遵守を徹底した管理運営を行う。 

   
⑤災害支援活動の拠点としての活用 
鳥取県社会福祉協議会は、広域での災害ボランティアセンター機能を有するとともに、鳥取県災害福
祉支援センターとして県内DWATの事務局を担当している。災害発生時にはセンターをこうしたボラ
ンティアや福祉支援専門職の活動拠点とするなど多方面で災害支援活動の拠点として活用するとと
もに、日ごろから防災関係機関と連携を図りながら防災に努める。 
 

⑥県との連携 
県と密接に連携を図りながら、管理運営を行う。 

 
（２）施設の設置目的に沿ったサービス・事業内容 

サービスの向上策と利用促進に向けた取組み 
・意見箱の設置、利用点検表により利用者の要望・意見を運営に反映させ、サービスの向上を図る。 
・利用促進、隙間利用について外部の意見を聞く機会を設けるとともに、広く県民に向けて施設の 
広報に努める。 

・福祉体験交流プラザの機能（福祉体験コーナーの設置、福祉情報の発信、交流スペースの設置等）を
充実させ、広く県民が集えるスペースを提供する。 

・福祉関係ＤＶＤの貸出を行い、介護技術の向上や福祉の普及に努める。 
・ホームページにて施設情報を公開し、利用申込み等がよりわかりやすいものになるよう工夫すると
ともに、空き状況確認や予約がネット上でできる県の予約システムをページ上でも案内し、予約の
利便性を向上する。 

・利用者の利便のため、隣接する障がい者施設によるコーヒー、パン等の販売サービスなどを積極的
に取り入れる。 

・UD 製品や福祉防災グッズを展示し、その紹介を行い又は説明を掲示するなどして、多様性の理解
や地域の防災意識の向上、ひいては身近な福祉に関する意識向上の機会に役立ててもらう。 

・主に福祉分野における学校等の学習機会に施設の活用を提案し、県社協の知見や関連事業等を活用
しながら職員が積極的に協力する。 

 
（３）施設の維持・管理 

①開館時間・休館日 
・開館：午前９時（開錠８時４５分）、閉館：午後５時 
（必要と認める場合は、最大午後９時を限度として利用時間を延長） 

・休館日：「国民の祝日に関する法律」に定める休日及び年末年始（１２月２９日から１月３日） 
（多目的工作室は日曜日及び土曜日も休館。また、施設・設備の保守点検や大規模災害発生時又は
そのおそれがある場合等、管理運営上必要がある場合は、別に臨時休館日を設定する。） 



     
②利用料金と減免内容  現行料金及び減免内容と同じ。 
【利用料金】 
・ホール利用料 

金    額 
午前の利用料 午後の利用料 全日の利用料 

4,890円 9,780円 15,060円 
 
・研修室等利用料 

 区   分 単      位 金   額 

中研修室 

全室１時間につき 2,570円 

７分の５室１時間につき 1,840円 
７分の４室１時間につき 1,470円 
７分の３室１時間につき 1,100円 
７分の２室１時間につき 740円 

第１小研修室 
全室１時間につき 1,150円 

２分の１室１時間につき 580円 

第２小研修室 
全室１時間につき 1,150円 

２分の１室１時間につき 580円 
学習室 １時間につき 460円 
第１講師控室 １時間につき 140円 
第２講師控室 １時間につき 140円 

ベッド・トイレ実習室 １時間につき 1,390円 
浴室実習室 １時間につき 650円 

調理実習室 １時間につき 1,980円 
和室実習室 １時間につき 610円 
多目的工作室 １時間につき 1,260円 

フリースペース １日１平方メートルにつき 2円 
 
    【減免内容】 

・全額免除該当 
①県又は社会福祉法人が利用するとき 
②社会福祉に関する研修会、講演会その他の催物のために利用するとき 
③心身に障がいのある者（療育手帳、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳交付者）の社会参 
を促進する目的として利用するとき 

④介護保険による要介護又は要支援認定を受けた者の社会参加を促進する目的として利用するとき 
⑤③又は④の者及び介護者の占める割合が１／２以上である利用のとき 
⑥県内の児童、生徒又は学生が講演、学生等の作品の展示等文化芸術に関する行事のために利用する 
とき 

 
・半額免除以上該当 
①ホールを専ら練習又は準備のために利用するとき 
②福祉の増進や公益に資する利用であって、福祉の心身に障がいのある者（療育手帳、身体障害者手帳
、精神障害者保健福祉手帳交付者）及びその介護者の占める割合が１／２未満である利用のとき 

③福祉の増進や公益に資する利用であって、介護保険による要介護又は要支援認定を受けた者及びその
介護者の占める割合が１／２未満である利用のとき 

※なお、減免については、実費を超える入場料、受講料その他これらに類するものを徴収する場合 
又は物品等の販売を主たる目的として利用する場合は、この限りではない。 

                       
③利用者の快適・安全な利用、施設の長期安定利用のための維持管理 
・利用者が快適、安全に利用できるよう、また、施設の運営に支障を来さないよう日常または定期的
に必要な保守業務及び点検業務を行い、最良の状態を維持する。また、開設から20年以上が経過
し、経年劣化等による施設設備の故障等不具合が増加傾向にあるので、緊急性の高いものは迅速に
対応し、その他の修理、修繕については、利用者の安全性を確保しながら計画的に実施していく。 

 
（４）事故・事件の防止措置と緊急時の対応 
  ①火災･盗難･災害などの事故･事件の防止 



・消防法に基づき消防計画を定め、火災等の災害及び人命の安全、被害の防止について必要な業務 
に取り組む。 

・防火管理者及び火元責任者を設置し、消防設備・機器の設置・点検を行い、火災防止に努める。 
・電気事業法に基づく保安規程に従い、電気設備の点検を行う。 
・警備委託業者と連携して火災、盗難等に適切に対応する。 
・火災発生時には消防計画に基づき自衛消防隊を組織し、施設利用者の安全を確保するため必要な措
置をとる。そのため、年２回の避難訓練を実施し、自衛消防隊の任務を周知する。 

   
②緊急時の体制･対応 
・災害等の緊急時の利用者の安全を確保するため、県立福祉人材研修センター危機管理マニュアル 
に定めたところにより、全職員が迅速かつ的確な対応を行う。 

・利用者の急病、けが等に対応できるよう、近隣の医療機関等と連携し、的確に対応する。 
・J-ALERT（全国瞬時警報システム）による、施設利用者及び職員の安全確保に努めるため、同シス 
テムが有効に活用できるよう、適切な管理運用を行う。 

・AED（自動体外式除細動器）が常時使用できるよう定期点検を行うとともに、AEDを使用するため 
の講習会を受講した職員を１名以上配置する。 

   ・鳥取市指定福祉避難所として、市が実施する訓練等に協力するほか、協定に基づいた対応や活用機
会に備えた必要な準備等に配慮する。 

 
③利用者の苦情等トラブルの未然防止と対処方法 

   ・定期的に館内外を巡回し、施設の状況の点検や利用者等の状況を把握するとともに、利用者の意見
を聴き、その声を運営に反映させることによりトラブルの未然防止に努める。 

   ・苦情等があった場合は、その内容をよく聴き、誠実にその解決を図るとともに、苦情内容、対処 
    方針または対応の結果について県に報告する。 
   ・意見箱の設置、施設利用後に提出する利用点検表に要望欄を設け、苦情等を把握する。 
 
（５）個人情報保護等への対応 
 ①個人情報の保護への対応 

・個人情報保護に関する法律、鳥取県個人情報保護条例等を遵守し、個人情報が適切に保護されるよ 
う配慮するとともに、知り得た情報の漏洩、目的外使用が生じないよう適正な管理を行う。 

 
②情報の公開への対応 
・鳥取県情報公開条例及び鳥取県社会福祉協議会情報公開規定を遵守し、センターの管理に関して保 
有する情報を積極的に公開する。また、センターの事業計画書、事業報告書、収支計算書、貸借対
照表、財産目録等を公開する。 

 
（６）利用者等の要望の把握及び対応方針 
  ・適宜各種情報の提供と併せ、ホームページ上で広く意見を聴取する等、随時要望を聴取する。 
  ・施設利用後に提出する「利用点検表」に要望欄を設け、施設利用者のニーズ等を把握するとともに、 
   意見箱を設置する。 
  ・把握した要望は、迅速かつ適切に対応するとともに、その結果及び対応状況については、重大なもの 

は速やかに県へ報告し、軽微なものは月次業務報告書で県へ報告する。 
 

（７）収支計画 

            （単位：千円） 

  ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 

収
入
項
目 

委託料 31,613 31,613 31,613 31,613 31,613 

利用料金収入 1,600 1,600 1,600 1,600 1,600 

その他の収入 1,141 1,141 1,141 1,141 1,141 

収入合計（Ａ） 34,354 34,354 34,354 34,354 34,354 

支
出
項
目 

人件費 7,324 7,324 7,324 7,324 7,324 

施設維持管理費 20,016 20,016 20,016 20,016 20,016 

光熱水費 1,090 1,090 1,090 1,090 1,090 



 
 

 

 

 

 
 

（８）組織及び職員の配置等 
  ①管理運営組織 

館長（１人） 
事務課長（１人） 
事務課長代理（１人） 
事務係員（１人）、嘱託職員（２人） 

②日常の職員配置 
 職員配置時間帯：８：３０～１７：１５ 

③人材育成 
個別の研修計画を作成し、職員の資質の向上を図る。 

 

（９）団体の財政基盤・経営基盤 

負債及び純資産の部合計 ９，０３０，４９４，１０９円（令和５年３月３１日現在） 

 

（１０）関係法令にかかる監督行政機関からの指導等 

令和５年度労働基準監督署より是正勧告あり。改善済み。 

 

（１１）社会的責任の遂行状況 

・障がい者法定雇用率以上の人員を雇用。 

・男女共同参画推進企業として認定されている。 

・TEASⅡ種を登録。 

・あいサポート団体に認定されている。 

 

 

修繕費 3,584 3,584 3,584 3,584 3,584 

その他の経費 2,340 2,340 2,340 2,340 2,340 

支出合計（Ｂ） 34,354 34,354 34,354 34,354 34,354 


